
第 6 回こどものケアニーズに応じた⽀援の在り⽅に関する専⾨委員会 事前提出資料 

社会福祉法⼈清浄園 古屋康博 

Ⅰ 乳児院の在り⽅をどう考えるか 

論点① 家庭養育の優先を進める中で、乳児院の⼊所機能をどう考えるか 

1．「つなぐ」ためのアセスメント機能の強化 

• 乳児院は、⼦どものケアニーズとパーマネンシーの観点から、家庭復帰、⾥親委
託、養⼦縁組、他施設への移⾏等を含む、適切で継続的な養育環境へつなぐ専⾨
拠点として位置付けるべきである。

• ⼀時保護や措置直後の急性期には、⼦どもの健康状態、発達状況、アタッチメント、
医療的ケアの必要性等を丁寧に把握するとともに、家庭養育が可能か、⾥親・養⼦縁
組・他施設等、どの養育環境が適切かを⾒極めるアセスメントと、あわせて、保護
者、親族、⾥親、児童相談所、医療機関等と調整し、次の養育先につなぐための丁寧
なソーシャルワークが求められる。

• こうした急性期⽀援、アセスメント、マッチング、移⾏⽀援を担うためには、乳児院
の⼊所定員だけでは評価できない業務量を踏まえ、相応の職員配置と措置費上の評価
を⾏う必要がある。

2． 親⼦・妊産婦を⽀える⼊所機能の整備 
• 乳児院に、親⼦及び特定妊婦を対象とした「親⼦・妊産婦⼊所枠」を設けることを検

討すべきである。妊産婦等⽣活援助事業を実施する乳児院もあるが、全国的に⼗分な
実施体制が整っているとは⾔い難い。

• 乳児院はこれまで、ケアニーズの⾼い乳幼児への養育、発達⽀援、医療との連携、保
護者⽀援等の専⾨性を蓄積してきた。これらを活⽤し、⽀援を要する親⼦に対してさ
まざまな⽀援を提供できる。妊娠期・出産直後から親⼦を⽀え、親になる準備、⺟⼦
の関係形成、⽣活基盤の安定を⽀援することで、不必要な分離を予防し、⼦どものパ
ーマネンシーを保障する機能として位置付けるべきである。

• 特に、医療的配慮、精神的な不調、養育不安、孤⽴、⽣活基盤の不安定さ等によ
り、⼀般的な居住⽀援だけでは⼗分な⽀援が難しい妊産婦・親⼦を対象とし、産
科医療機関、市町村等と連携を図る。

論点② 乳児院の専⾨性の強化について 
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1．「育てる・つなぐ・⽀える」専⾨性 

• 乳児院はこれまで、医療的・発達的・⽣活上のケアニーズが⾼い乳幼児を「育てる」
専⾨性を蓄積してきた。具体的には、病虚弱児の⼊院・通院⽀援、夜泣きや癇癪等の
⾏動上のサインを⽰す過敏な乳幼児への⽣活⽀援、重度のアレルギー児に対する⾷事
⽀援等である。

• あわせて乳児院は、⼦どもを次の養育環境へ「つなぐ」専⾨性と、その後の⽣活を継
続して「⽀える」専⾨性を有している。⼊所中からの保護者・家庭⽀援、家庭復帰後
のフォローアップ、⾥親とのマッチング⽀援、委託後の継続的な相談・助⾔等は、そ
の重要な実践である。

• 今後は、乳児院が培ってきた「育てる・つなぐ・⽀える」専⾨性を、⼊所児童への⽀
援にとどめず、地域の乳幼児家庭への⽀援、特定妊婦への⽀援、⾥親・養⼦縁組家庭
への⽀援等に積極的に活⽤すべきである。

2．⼈材育成・組織的⽀援体制の強化 

• 乳児院の専⾨性を地域へ展開するためには、職員が乳幼児の養育技術だけでなく、保
護者⽀援、家族⽀援、地域連携、⾥親⽀援等を総合的に担う必要がある。

• そのため、⼦ども本⼈だけでなく、家庭・地域・制度との関係も含めて⽀援を捉え
る、こども家庭ソーシャルワークの視点に基づく⼈材育成体系を構築すべきである。

• 新任職員から中堅職員、リーダー職、管理職まで、段階に応じた研修やスーパービジ
ョンを制度的に位置付け、専⾨性を個⼈の経験に依存させず、組織として発展させる
仕組みが必要である。

論点③ こどもの養育の専⾨性を活かした乳児院の機能強化について 

1．乳幼児総合⽀援センターとして

• 家庭養育を優先する社会的養育の⽅向性の中で、乳児院は、⼊所機能に加え、⼀
時保護、親⼦⽀援、妊産婦⽀援、地域⽀援、⾥親⽀援、養⼦縁組後⽀援等を⼀体
的に担う「乳幼児総合⽀援センター」として位置付ける。

• ⼊所児童数の減少が⾒込まれる地域においても、乳児院が有する専⾨性を地域に
還元し、必要な機能を継続的に担えるよう、多機能化に対応した制度的・財政的
⽀援を⾏う必要がある。

2．ケアニーズの⾼い乳幼児への⼊所・養育機能 
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• ⾥親等の家庭養育が直ちには困難な乳幼児、すなわち⼊退院を繰り返す病虚弱児、重
度のアレルギー、発達上・⾏動上の配慮等を要する乳幼児については、乳児院が⾼度
な⼊所・養育機能を担う必要がある。

• 乳児院での養育は恒久的な措置ではなく、⼦どもにとって最も適切な家庭養育環境等
へ「つなぐ」ことを基本とし、そのためのアセスメント、マッチング、移⾏⽀援を⼀
体的に⾏う必要がある。そして、乳児院は広域から⼦どもを受け⼊れる場合も多いた
め、⼦どもと家庭の⽣活圏にある市町村や保健・医療機関等と連携し、退所後や委託
後の⽀援へ確実につなぐための地域連携職員を配置することを検討すべきである。

3．⼀時保護・親⼦アセスメント機能の強化 

• 乳幼児の⼀時保護は、保護時点で⼦どもの健康状態、発達状況、家庭状況、保護者の
養育⼒等に関する情報が⼗分に得られないまま受⼊れを⾏うことが多い。

• 乳児院における⼀時保護は、単なる⼀時的な預かりではなく、健康・発達・アタッチ
メント・⽣活状況を丁寧に把握し、今後の養育⽅針を検討するためのアセスメント機
能として位置付ける必要がある。あわせて、親⼦関係等の評価を⾏い、家庭復帰、⾥
親委託、養⼦縁組、⼊所継続等の⽅針につなげる親⼦アセスメント機能を強化すべき
である。この機能には、看護、⼼理、保育、ソーシャルワーク等の専⾨職による多職
種チームが必要であり、緊急時対応とアセスメントに⾒合った専任の基幹的職員の配
置等措置費上の評価を⾏う必要がある。 

4．⾥親⽀援・養⼦縁組⽀援機能の強化 

• 乳児院は、こどもの状態を⽇常⽣活の中で継続的に把握し、⾥親とのマッチングを丁
寧に進めてきた実績がある。委託前から⾥親との信頼関係を形成しやすいことは、委
託後の相談、危機時の⽀援、レスパイトケア等を継続する上でも⼤きな強みである。

• 今後は、乳児院が⾏うマッチング、委託直後の集中的⽀援、継続的なフォローアッ
プ、レスパイトケア、養育相談等を、実績に応じて評価する⾥親⽀援加算を設けるこ
とを検討すべきである。

• 養⼦縁組後の⽀援は、成⽴時点で完結するものではなく、⼦どもの成⻑に応じ
て、出⾃を知ること、ライフストーリーワーク、思春期以降の葛藤、実親との関
係等について、⻑期にわたる相談⽀援が必要となる。乳児院は、児童相談所、⾥
親⽀援センター等と役割分担しながら、養⼦縁組家庭への継続的なフォローアッ
プ拠点となり得る。専⾨職配置を前提に、乳児院を養⼦縁組家庭への⻑期的な相談
⽀援拠点として位置付けることを検討すべきである。
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Ⅱ 児童養護施設の在り⽅をどう考えるか

論点① 養育期間について 

• 家庭復帰がこどもの最善の利益となる場合には、親⼦関係再構築⽀援を⾏い、可
能な限り早期の家庭復帰を⽬指すべきである。ただし、養育期間の短縮そのもの
を⽬的とするのではなく、家庭復帰を進める前提として、以下の⼆つの⽀援を整
備する必要がある。
1. 保護者の養育技術の改善にとどまらず、保護者の⼼理的課題、孤⽴、⽣活上

の困難等にも対応する親⼦関係再構築⽀援
2. 通所⽀援、居場所⽀援、相談⽀援、親族・知⼈を含む⾝近な⽀援者とのつな

がり等、家庭復帰後の⽣活を⽀える地域⽀援体制
• 家庭復帰は「ゴール」ではなく、親⼦の新たな⽣活の「スタート」と位置付ける

べきで、⽀援基盤が不⼗分なまま家庭復帰を進めれば、再分離により⼦どもがさ
らに傷つくことになる。⼦どもの安全・安⼼、関係性の継続、必要な⽀援へのア
クセスが保障されているかという視点で養育期間を考える必要がある。

論点② 児童養護施設における専⾨性の強化について 

• アタッチメントやトラウマの影響、発達特性、精神症状等が重なった⼦どもへの
⽀援を強化する必要がある。⾼いケアニーズを有する⼦どもの⽣活単位について
は、常時複数の職員による⽀援を可能とする配置基準と児童精神科医等による定
期的なスーパービジョンを受けられる仕組みを整備すべきである。

• 施設内での速やかなケースカンファレンス、アセスメント、職員へのスーパービ
ジョンを⾏える体制が必要である。その先導役となる基幹的職員等は、現場業務
との併任を前提とするのではなく、施設全体の⽀援の質を⽀える専任・独⽴した
役割として位置付ける。その基幹的職員等には、⼦どもの⼼理発達、家庭、学
校、地域、制度等を含めて捉えるバイオ・サイコ・ソーシャルな視点が求められ
る。このため、こども家庭ソーシャルワーカーの専⾨性を積極的に活⽤する。あ
わせて、資格取得を促進するため、職員個⼈だけでなく、施設側にも取得を⽀え
るインセンティブを設ける必要がある。

• 親⼦関係再構築⽀援は、ペアトレや親⼦交流に加え、保護者⾃⾝の被虐待体験、
トラウマ、孤⽴、精神的不調、⽣活課題等に⽬を向けた⼼理的社会的⽀援が必要
である。施設⼜は児童家庭⽀援センターに「親⽀援担当⼼理職員」を配置し、⼊
所中から家庭復帰後まで継続して保護者を⽀える仕組みを整備すべきである。 

• 児童相談所の児童福祉司には、任⽤前、任⽤後、SV、所⻑など、法定研修がある
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ように、施設職員についても、新任・中堅・リーダー・基幹的職員・施設⻑とい
う各段階に応じた体系的な研修とスーパービジョン体制を整備する必要がある。
⼦どもが施設や職員を選べない措置制度である以上、⽀援の質を制度として保障
することが重要である。 
 

論点③ 児童養護施設の機能強化について 

• 施設は、⼊所機能に加え、地域の社会的養育拠点として、家庭維持、通所、⼀時
保護、親⼦⽀援、⾃⽴⽀援、⾥親⽀援等を担う多機能型施設へと発展させる。 

• ただし、単に事業や職種を追加するだけでは不⼗分であり、各機能を担う職員の
⼈材育成やスーパービジョンを組織的に⾏う基盤が前提となる。 

１．家庭維持・家庭⽀援機能 

• 分離前の段階から、アウトリーチ、通所⽀援、居場所⽀援、親⼦⽀援等を組み合
わせ、家庭の孤⽴を防ぎ、地域での⽣活を⽀える機能を位置付ける。 

• ショートステイについては、⼊所児童対応の⽚⼿間ではなく、専任職員、専⽤
枠、必要な職員配置を確保し、安定的に実施できる制度とする必要がある。 

２．通所措置制度の創設 

• ⼊所措置と在宅⽀援の間をつなぐ仕組みとして、児童養護施設にも「通所措置」
を導⼊することを検討すべきである。 

• 対象は、⼊所措置に⾄る前の⼦ども、家庭復帰後に継続⽀援を必要とする⼦ど
も、家庭養育を維持するために⽀援を必要とする⼦ども等を想定する。 

• 平⽇放課後、週末、⻑期休暇等に、⼦ども本⼈⼜は親⼦が施設を利⽤し、家庭⽣
活と施設⽀援を併⽤できる仕組みとする。必要に応じて、⾥親・ファミリーホー
ムに委託されている児童も利⽤できる仕組みとする。 

• 通所措置には、居場所⽀援、⽣活⽀援、⼼理的⽀援、親⼦関係⽀援等を⼀体的に
位置付ける。⼦どもや家庭の状況に応じて、「⼊所措置→通所措置→在宅⽀援」
と段階的に移⾏できる⽀援体系が必要である。 

• 施設と家庭の物理的距離がある場合は、家庭の居住地域にある多機能型児童家庭
⽀援センターにも通所措置ができるようにする。これにより、⼊所施設から地域
⽣活への移⾏後も、⽣活圏に近い場所で⽀援を継続できるようにする。 

• 通所⽀援を通じて、親族、知⼈、地域の⽀援者等、⼦どもが将来にわたり頼るこ
とのできる関係者を増やす視点も重要である。 

5



３．相談援助機能 

• 家庭⽀援専⾨相談員の複数配置や施設機能強化推進費の「親⼦⽀援事業」を活⽤
し、家庭復帰後までを⾒据えた親⼦⽀援を実施する。保護者との関係形成、親に
対しての⼼理的⽀援、家庭復帰後の伴⾛⽀援を、施設の機能として位置付ける。

４．⼀時保護・アセスメント機能 

• 児童相談所附設の⼀時保護施設と、児童養護施設等の⼀時保護専⽤施設との間
で、職員配置、看護師・⼼理職の配置、夜間体制等に⼤きな格差がある。

• 児童養護施設等の⼀時保護専⽤施設では、４〜6名の⼦どもの⽣活⽀援に加え、
学校等送迎、学習⽀援、余暇⽀援、医療受診、⾏動観察、アセスメント、児相と
の協議等を限られた職員配置（要綱上は 3 名）で担っている。

• ⼀時保護は、⼦どもが社会的養護と初めて出会い、その後の⽀援⽅針を左右する
重要な場である。⼦どもに対して質の⾼いケアが求められる。⼦どもがどの⼀時
保護の「場」に⼊るかによって⽀援の質に差が⽣じないよう、施設附置の⼀時保
護専⽤施設についても、⼀時保護施設同様に、看護師や⼼理職の配置、夜間体
制の充実、ユニットケア加算等を含む配置基準の⾒直しが必要である。少なくと
も、地域⼩規模児童養護施設に準じる⽔準を基本とし、⼦どものケアニーズと
業務量に応じて加算できる体制を確保すべきである。

５．⾃⽴⽀援機能 

• 児童⾃⽴⽣活援助事業Ⅱ型の創設により、進学・就労後も継続⽀援を受ける選択
肢は広がった。

• ⼀⽅で、措置延⻑やⅡ型の運⽤には、都道府県によって⼤きな地域差があり、本
来⽀援を必要とする若者が利⽤できない場合がある。都道府県ごとの運⽤格差を
縮⼩し、必要な若者が確実に⽀援につながる仕組みを整える必要がある。

６．⾥親等⽀援機能 

• 家庭養育を推進するためには、⾥親やファミリーホームを孤⽴させず、困難を抱
え込まない⽀援体制が不可⽋である。

• 施設は、⽣活場⾯に即した⽀援を補完する資源として位置付ける。具体的には、
委託直後の集中的⽀援、必要時の家庭訪問、レスパイトケア、ケースカンファレ
ンスへの参加、⼦どもの⾏動への助⾔、⾥親と施設職員の交流等が考えられる。

• 施設を、家庭養育を継続するための「バックアップ拠点」として位置付ける。
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